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フランス 山本真実(日本子ども家庭総合研究所)4.

家族政策の理念:幼児保育への関わり1.

子どもの数が増えるにつれて親たちがど『

んどん貧しくなっていくのを見ることより､

味気ないものが他にあろうか｡子どもの数に

よって生活に格差があるために､人 はまず々

まず出産を控えるようになっているのだ(ア

ルフレッド･ソーヴィ｢フランスのためのフ

ランス人｣ 年 ﾙ･ﾓﾝﾄﾞ紙)｡この言葉が､1945 』

フランスの保育政策の理念を顕わしている

と言える｡ヨーロッパ諸国の中でフランスは

家族政策の支出が最も多い国であると言わ

れているが､フランスは二つの目標のもと､

幼児保育の政策を発展させてきた｡一つは福

祉的な政策目標で｢家族の育児負担を軽減す

ること｣であり､もう一つは人口政策上のも

ので､｢出生数を維持すること｣である｡フラ

ンスは欧州諸国の中でも少子化対策として

手当充実を政策目標として掲げている唯一

の国であると言われているゆえんもこのあ

たりにある｡実際に､歴史的な背景からも､出

生数の向上を目的としていることを公言し

ているため､少子化に悩む我が国にいると､

こちらの方が大きいように受け取れるが､現

実には手当充実を図りながらも､ 歳児の幼2

稚園お受け入れなど教育に軸足をおいた保

育施策を実施し､質に関する議論､家族手当

公庫による縦断的な幼児保育への関わりを

充実させていく等､出生数の向上よりも､家

族の良好な状態､子どもを持つ家庭への支援

が中心となった政策を実践していると言っ

た方が適当であろう｡

自治体が貧しい多子家族に補助金を支給す

ることを定めた最初の法律は 年に遡る1913

ことからわかるように､フランスの家族保護

政策の歴史は古い｡この政策を行うにあたっ

て①人口政策的見地(他のヨーロッパ諸国よ

りも先に出生率が低下したことが国家にと

っての脅威と思われた)､②福祉的見地(子ど

もの多い家族は保護されるに値する)､③経

営者的見地(給料を余分に支払うことによっ

て従業員の忠誠心と意欲を高める)の3つの

理由があったとされている｡この時の思想が

現在のフランスにおける家族政策の基盤と

なっている｡

家族政策の制度が構築されたのは両大戦

間の時期であった｡ 年 月 日の｢家1939 7 29

族法｣はすでに後日の家族政策の大枠を規定

していた｡この法律は家族手当を一般化し､

長子誕生手当と育児専業手当を導入､また子

ども数に応じた税制上の優遇措置が定めら

れた｡その他､出産奨励と倫理の見地から妊

娠中絶禁止措置が強化された｡ 年代には70

選択的な政策が取られるようになり､具体的

な需要(住宅)や特定の対象(孤児､障害者､片

親)のニーズに応えることが目標となった｡

これらの手当は収入が平均かそれ以下の世

帯をおもな対象としていた｡今日では大家族

と若年世帯が特別に保護の対象として優遇

されている｡

家族政策の構成要素2.

手当(1)

親たちには数多くの手当が直接支払われて

いるが､その規則は多様かつ複雑である｡

それらは二つのタイプに分けることができ

る｡所得制限なしに支払われている手当と､

所得制限付きの手当である｡

①所得制限のない手当

･家族手当:二人以上の子どもを扶養してい

る世帯に､子どもが誕生してから 歳にな20

るまでずっと支払われる(子どもが 人なら2

フラン､ 人なら フラン､それ以降644 3 1470

は一人当たり フラン)｡ 歳から 歳826 10 15



- 52 -

の子どもには割り増しがある｡

･保育ママ利用手当と家庭保育手当( )AGED

は社会保障の保険金の負担額に対応する｡後

者(最高で三ヶ月 フラン)は共働きの場6000

合(片親の場合はその人が働いている場合)

のみ支給される｡

･育児手当:第三子から両親のいずれかに支

給される(誕生から満 歳まで)｡それ以前の3

年間のうち 年以上働いたことがあり､現10 2

在働いていないこと｡

その他に扶養定期金の補填援助や住宅整

備貸付金などをここに加えることができる｡

②所得制限がある手当(全体で､三人以上子

どものいる世帯(全体の 分の一の世帯)が5

給付金の約半分を､また乳幼児( 歳未満)3

のいる世帯が を受け取っている)40%

･新生児手当:月額 フラン｡妊娠 ヶ月か925 5

ら誕生後 ヶ月までは全員に､それ以後は収3

入によっては 歳まで支給される｡3

･新学期手当: 歳から 歳までの子どもに6 12

支給される｡

･家族補助:三歳以上の子どもが 人以上い3

る世帯が対象｡

･片親手当

･家族支援手当

･住宅手当

手当と平行して税制上の優遇措置がある

が､これを受けられるのは税金を支払ってい

る世帯に限られる｡よく知られているのが家

族指数で(子どもは一人あたり ポイント､0.5

人目から ポイントに数えられる)3 1

③全国家族手当公庫による手当

社会保障の枠組みの中にあって､全国家族

手当公庫は､家庭生活がより円滑に営まれる

ようにすることを使命として実践を行って

いる｡家族に直接財政援助(特に家族手当と

住宅手当)を行う一方で､幼児保育サービス

のような様 なサービスに出資している｡全々

国家族手当公庫は､総額 億フランの手2500

当てを 万人以上の受給者に支給してお900

り､また各地方の実情に応じた補完的な社会

福祉活動政策を展開している｡

年､ 歳未満の子どもが 人ないし複1994 3 1

数いる家庭は､家族手当を受給している家庭

の ( )であった｡この の家庭が､我1/3 32% 1/3

が支給する家族手当の約半分( )を受々 46,6%

け取っている｡この家族手当には 種の特別4

手当ても含まれる｡これらの特別手当は､子

どもの保育環境の整備に大きく貢献してい

る｡

･幼児手当(APJE)

･教育手当(APE)

･自宅保育手当(AGED)

･公認母親保育員(保育ママ)雇用援助金(AFE

AMA)

さらに法に定められた各種サービスもあわ

せると､我 は家庭の内外での幼児の保育に々

大きく寄与していると言えよう｡

④ 年 月からの手当改革1999 1

･家族手当: 年には 年には家族手1997 1997

当の受給資格に収入制限を設

けることが一時的に決まった

が､今回はこれを廃止し､かわ

りに家族指数による税控除の

上限を引き下げることになり､

ポイントあたり フ0.5 16,380

ランを フランにした｡11,000

この改正の対象となる高所得

世帯の数は､収入制限を設ける

場合よりも多くなるが､負担す

る金額は軽くなる｡家族指数は

所得税を世帯ごとの点数に応

じて軽減するもの｡両親はそれ

ぞれ ポイント､子ども一人当1
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たり ポイントが与えられ0.5

る｡ 人目からは子ども一人当3

たり ポイントに数えられる｡1

･青少年:政府は､両親とまだ同居している成

人のうち､学生でも職業訓練中で

もない人 への家族手当を 歳々 19

から 歳に延長することを決定20

した｡学生と職業訓練中の者はす

でに手当ての給付を受けている｡

この措置の費用は年間で 億フ10

ランと推定される｡

･住宅手当:給付条件とその上限､および給付

の時期が公営福祉住宅と民間福祉住宅の

あいだで異なるため､調整が行われた｡そ

15の結果､民間福祉住宅に居住する年収

万フラン以下の 万世帯が一ケ月当たり50

フランの追加給付を受けられるように150

なる｡この措置の経費は 億フランの見13

込み｡

･新学期:子ども数が一人の低収入世帯で､新

学期手当( )を受給していない家庭はARS

給付を受けられるようになる｡ の基ARS

礎額は フランで､家族手当公庫から支422

出される｡ 年 月､政府はこの額を41997 9

倍( フラン)に引き上げた｡今回の1600

の拡充には 億フランかかる見通しARS 6

1 5 4(家族手当公庫が 億 千フラン､政府が

億 千フラン負担する)｡5

･同化最低所得( ):マリ=テレーズ･ジョRMI

アン=ランベールが社会的疎外についての

報告書で要望したとおり､政府は家族手当

の年齢加算を受けていなかった 受給RMI

世帯にこれを適用することを決定した｡給

10 192 15 341付額は 歳で フラン､ 歳で

フラン｡今後は 1歳と 歳で加算が行わ1 16

れる｡この措置の費用は 億フランの予3

定｡

･幼児:幼児のための設備投資の費用は､家族

手当公庫が一括支給する他に､収入に応じ

て計算した親の負担でもまかなわれる｡こ

の制度は低所得の世帯が集中する自治体

にとって不利になる｡保育所の新設を奨励

するため､政府は年間 億から 億フラン3 4

を支出する見込み｡

･親業:悩みを抱えた親が相談の窓口を見つ

けることができるように､政府は各市町村

内の既存の調停機関を強化するとともに､

新規に開設する意向｡

保育サービス(2)

assistantes maternelles①

家庭保母､保育ママ､代母者等と訳されて

いる｡職業としては保母､ベビーシッター､

1977 5 17里親の場合に用いられる｡ 年 月

日付け法律が制定されるまで､働きに見合

った権利と義務が認められていなかった｡

その隙間を埋めるのがこの法律であった｡

法律は代母者全体をカバーし､乳母は

と呼ばれるようassistantes maternelles

になった｡この法律は､代母者の雇用主(個

人､民間機関､公的機関)が誰であれ､また児

童の年齢･受託の方法がどうであれすべて

に適用された｡

この 年の法律は乳母( )1977 nourriennes

(gardiennes) assistantesや 保 育 者 か ら

へ名称を変更して代母者の地maternelles

位を保全した｡さらに法律は普通の家庭が

預ける昼間保育を児童福祉の適用を受けた

常時養育との間に特に区別を設けておら

ず､後者の場合､実方の扶養を欠く児童にと

って全面的な親代わりとなる｡そのため､児

童相談所を通して措置される里親の場合も

この言葉を用いることが多い｡

の定義及び概要assistantes maternelles

は主に以下の四つにまとめられている｡

代母者が活動を行うためには､民生部a.

の認定が必要｡これは従来 歳未満6

の児童を預かる場合に必要であった
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認可が拡大されてのことである｡物質

的条件の他に児童に与えることがで

きる教育的条件が重視される｡認定は

定期的に更新される｡

代母者の研修･情報提供は定期的に母b.

子保護サービス係行う｡

児童の事故の場合も保障される｡c.

労働法上の給与所得者と見なされ､労

働法に定める特典のすべてを享受で

きる｡

②保育所

3歳以下の健康な子どもを､日中､保育する

施設であり､集団保育所( )creches collectives

と 家庭保育所( )がある｡, creches familiales

:3種類の保育機構がある。集団保育所

1:従来の伝統的な保育所

)その機能:県知事が設立の権限をもつ｡公a

立でも､私立でも､その役割は変わらない｡

県の母子保護ｻｰﾋﾞｽによって､管理される｡

市町村会議､県､家族手当公庫､協会が経営

する｡保育所は､保母によって運営され､世

話や教育に当たる人員は､まだ歩けない子

ども5人に対して1人､歩く子ども8人に対

して1人が面倒を見る｡ 過半数の職員は､

保母助手の資格をもつ｡ 40名以上の子ど

もを預かる場合には､乳幼児教育指導員が

1名必要となる｡開園時間は､各保育所の規

定に従い､(通常､朝6時半か7時から､夕方6

時半か7時まで)それぞれの子どもの預か

る時間帯は､保育所の所長と両親が相談し

て決める｡

医療面でのケア:保育所勤務の小児科医がb)

面倒をみる｡定期的に診察し､親の要請が

あれば､母子手帳が定める検診と､必要な

予防注射を緒もなう｡(14章参照)ただし､

これらの場合､希望者は､ファミリードク

ター(かかりつけ)のところに行く事も可

能である｡保育所に到着時に､調子の良く

ない子どもは､そのまま連れてきた人に帰

されるか､他の子どもと離して預かる｡子

どもの病気や事故の際は､所長は速やかに

保育所医か､かかりつけの担当医に連絡

し､適切な処置を取る義務がある｡保育所

医の承認なしには､病気の間その子ども

を､保育所で受け入れるわけには行かな

い｡緊急時には､所長が､必要な処置を取

り､直ちに母子専門の医師に連絡する｡

入所:これらの施設では母親が働いているC)

か､職業訓練を受けている子どもを受け入

れる｡(失業している場合など､特に､保育

所内の規約によって入所がより柔軟に決

められる場合がある)

経費:コストは､地方や町ごとに様 である｡d) 々

家族手当基金､自治体や県が負担すること

が多い｡保護者の負担は､その所得額に応

じて割り出される｡つき20日､年間11ヶ月

労働ベースで計算される｡

手続き:市役所､または県の母子保護サービe)

スが､その地域にある保育所のリストを作

る｡手続きは､直接､所長に対して行う｡需

要が大きく､保育所の収容人数が少ないの

で､なるべく早く､出来れば､妊娠してすぐ

申し込んだほうがいい場合が多 ある｡こ々

の場合は子どもの出生後､出生届と戸籍を

添付して､子どもの入所登録を､再度､所長

に確認しておくと間違いがない｡備考:保

育所への入所は､医師の承認があって始め

て正式決定される｡診察は､保護者やその

子どもの世話をするものの立ち会いの元､

なされる｡

ミニ保育所Mini-creche

規定は保育所と同じだが､より小規模(12

名から15名)場所としては､4または5 タLDK

イプの家か､アパートメントに設置される｡
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共同保育所Creche parentale

この保育所は､保護者達自身が､営利目的

ではない団体を作り､保護者自身の手によっ

て設立され､運営される｡保護者自身も､保育

に当たるが､技術的な責任を果たす､資格の

ある保育者が必ず必要である｡(保母､乳幼児

教育指導員など)共同保育所は県知事の認可

を受けねばならず､県の母子保護サービスの

管理下に置かれる｡保育所の実際の運営内容

は､内部規定に定められている｡保護者が保

育に参加するかどうかは､保護者自身の都合

や､保育所がオープンしている時間､常勤保

育者の数などによってまちまちである｡設置

場所に関しては､安全基準を満たし､子ども

が安全で健康に過ごせるような所でなくて

はならない｡市町村によって設置場所が提供

されることもある｡家族手当公庫や､時には

地方自治体が､保育経費を､一部負担する｡保

護者の負担に関しては､正確な額は定かでは

ないが､保護者の所得額に応じて､保育料を

計算する所が多い｡管理組織が作られ､そこ

が収支を担当している｡

家庭保育所Creche familiale

このサービスは､地域の自治体や､私的管

理組織( やその他の協会)が保育ママをCAP

集めて運営される｡県知事の認可を受けて設

置される｡公立でも私立でも機能は同じであ

る｡県の母子保護サービスの管理下に置かれ

る｡保育ママは､18歳以上65歳以下で､このサ

ービス機関に雇われる形を取り､保育ママの

数が40人以上のところでは､保母または保母

助手の下に位置づけられる｡所長の補佐をす

るメンバーは､助産婦､保母､看護婦､乳幼児

教育指導員など､何らかの資格を所持してい

るものである｡保育ママは､自身の自宅で子

どもたちを預かり､保育ママのための､技術

的サポートを利用する｡子どもたちは､定期

的に身体的知的発達､健康衛生状態をチェッ

クされる｡医師は､一般的に､1か月に1度巡回

する｡家族手当公庫､市町村､時には､県が費

用を一部負担する｡保護者負担分は､所得額

に応じて計算される｡家庭保育所の場合､保

護者が直接保育ママに報酬を支払うのでは

なく､施設の管理部が支払う｡

子ども 契約Contrat enfnace ―

複数の市町村と､家族手当公庫のあいでで

取り決められ､受け入れ施設を増やすためま

すます増額される の援助を受けて､0歳CAP

から6歳までの子どもを受け入れる施設を増

設することが､主な目的である｡従来の｢保育

所 契約｣では､3歳以下の子どもしか対象に―

されておらず､(結ばれた契約は功を奏して

いるが､90年1月以降はこの契約は交わされ

ていない､)｡子ども 契約のほうが対象範囲―

が広い｡6歳以下の子どもの一時的預かりを

促進する(一時的保育所や､学童保育)｡市町

村も､6歳以下の子どもにかかる経費の財政

援助に乗り出した｡この援助は､契約期間中､

子どもひとり当たり､年間1000から5000フラ

ンに上り､保育施設のバランスの取れた増

加､という形で成果が現れるであろう｡それ

に加えて､契約期間中､最初にまず一人当た

り､300フランの追加補助を出す努力も為さ

れた｡地域の協力機関(協会企業､そのたの団

体)も､この契約に賛同し､目的達成にむけて

協力してくれる｡また､ は実際の支出額CAP

をベースに割り出した子どもサービス手当

てを援助する｡割合として､支出額の40から6

0%の金額である｡この､毎年出される援助は

補助金として､6歳以下の子どもの保育拡大

に努力する様 な協会に分配される｡々

一時的保育所Halte-garderie

6歳以下の子どもを 断続的に預かる施設,

を､一時的保育所という｡臨時の一時的保育

所に関しては､この規定の限りではない｡
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設立:一時的保育所の設立には県知事の承認

が必要である｡県の母子保護サービス

の管理下に置かれる｡

ロケーション:一時的保育所の設置場所は､

安全規約を満たし､子どもの

監督に目が届くように完備さ

れていなければならない｡照

明､暖房､換気が適切で､子ど

もとその世話をするもののニ

ーズに合わせた設備が整って

いること｡休息や､排泄､子ど

もの遊びなどがしやすいかど

うか､また､会話の出来る場所

を備え､保護者が持参した食

事を暖める事が出来ること｡

指揮管理:下記の資格を所有する人員によ

り､一時的保育所は指揮される｡

保母､または､乳幼児教育指導員､

健康家族省公認の幼児園訓練ｾﾝﾀ

ｰが発行するディプロマ保持者､

あるいは､上記の資格がなくと

も､幼児園の指導員として活躍す

る下記のもの:助産婦資格者､看

護婦資格者､ソーシャルサービス

アシスタント資格者

機能:預かる子どもたちの氏名は､毎日､出席

簿に記されねばならない｡施設は子ども

を預かるとき､その子の名字や住所､場

合によって､両親や世話をしているも

の､保育所に送り迎えをするものの､電

話番号を把握していなければならない｡

:託児所Les garderie et jardins d'enfants

(乳児及び低学年児童対象)と幼児園

託児所と幼児園は､3歳から6歳までの健康

な子どもを､日中､預かる施設である｡幼児園

は､特に､ゲームや遊びによる子どもの心身

の能力開発に力を入れる｡これらの施設のや

り方に適応できると判断されると､2歳から

預かってもらうことが出来る｡これらの施設

の設置には､県知事の認可が必要｡県の母子

保護サービスの管理下に置かれる｡施設内の

規約は､保護者の見やすい所に掲示され､施

設の開設時間を明記しておくこと｡すべての

施設は､県知事に､施設の責任者及び保育者

の氏名リスト､役職や資格を提出する義務が

ある｡所長は､21歳以上の､保育能力とサービ

スの質を保証する身分保証書を有する男性､

または女性が勤める｡施設の保育者は､ 必ず

19歳以上で､子ども20人またはそれ以下に対

して1人以上必要である｡

(母親学校)L'ecole maternelle

1-生徒:2歳から6歳までの随意の教育機

関｡5歳児､6歳児に関しては､殆ど全員受け入

れている｡3 4歳児の教育を普及させ､2歳児の,

受け入れ促進を目標としている｡

子どもの年齢別に､3つの学年に分けられる:

2-4歳児の年少組､4-5歳児の年中組､5-6歳児

の年長組｡年長組は､母親学校に属している

ものの､基礎教育課程への橋渡しをする期間

としても､位置づけられる｡年長では､従っ

て､読み書き､計算の勉強が始まる｡

その他サービスの仕組み(3)

･家族手当公庫

賃金労働者は家族手当の名目での掛け金

は支払っていない｡負担金を払っているのは

企業である｡ 年まで､この負担金は賃金1990

のうち､社会保障費の上限にあたる金額以下

の部分のみを基礎に計算されていた｡現在は

低レベルの賃金に負担をしわ寄せしないよ

うに給与の全額を基礎に計算がなされてい

る(比率は引き下げられた)｡ 年にはこ1992

うして 億フランが家族手当公庫1240

( )の収入となった｡この公庫では職種CNAF

を問わずほとんどすべての社会保険契約者

を対象にしており､農業や自営業の加入者か
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らも掛け金が払い込まれる｡

は特に家族を対象としない補助金CNAF

(住宅手当､障害成人手当( )､同化最低所AAH

得)も支給しているので､一般社会保険負担

金( : 年 億フラン)や国庫補助CSG 1992 400

金 億フラン という収入源もある｡後者(190 )

はほぼ の負担額に相当する｡AAH

この資金調達の方法は戦後から引き継が

れてきたものだが､現在は批判されている｡

が導入されたとき､企業の負担金は上限CSG

が外され､その比率は から に引き下7% 5,4%

げられた｡そして退職年金の掛け金が同額だ

け引き上げられた｡

(｢現代フランス社会福祉｣(アメデ･テヴネ

著､林信明訳)相川書房 )1997 p101-108

質に関する議論3.

幼児保育サービスの必についての議論が、

に関する分野で質が語られ始めたのは､ビジネ

スの分野で質の議論が始まったことに影響さ

れたものだ｡しかし､当初は資金が足りないと

いう問題があった｡現在フランスでは幼児保育

のため公的に 億フラン以上が確保されて800

いるが(全ての保育方法､施策を含めた場合)ニ

ーズや要望を質的に満たすというレベルで資

金の使途が考察されねばならないとされてい

る｡

自治体が保育施策を展開する際､特に保育

の専門家の手を借りることになるが､保育の専

門家は理想を実現する立場にあるが､真にすぐ

れたものと個人的偏見､分別ある選択と個人的

理想を混同してしまうリスクが高いとしてそ

の危険性を提示しているのも興味深い。｡

自治体は、施策(たとえば水遊び)への投資が

自治体の財政に､特に長い目で見てどの程度負

担になっているのかもはっきりしていない｡

4.コストに関する様 な指標々

明確な政策目標と関連付けてとらえられて

いない点も､危険で恣意的である｡どこまで質

を追求し､いくらまで負担できるのかは、コス

トの規範を定めようとすると必ず持ち上がる

問題である｡質を追求することは､つまり最も

すぐれたものを追求することであると考えら

れている。

5.質の定義

サービスの提供について定義するのは、主

に各機関､特に国家が行っている。その際、二

つの民間の団体、つまり､子ども-契約を通し

て家族手当公庫が、保育サービスの認可を通

してと母子保護施設が中心となっていること

は興味深い。

質を定義する際の第一の手法は認可である

と考えられている｡ 認可がなされる場合の基

本的基準は次の通りである｡

･空間の質(安全､広さ､衛生､設備といった観点

から)

･スタッフの質(免状が必要)

こういった基準が施策の質をある程度保証す

るものであるのは確かだが､これだけでは保

育の質を保証するには不十分であるという

意見もある｡

以上のような要素の他に､ 年のブヤラ1981

レポートは①子どものリズムにあわせること

と､②提供されるサービスの性質の 点を取2

り上げている｡

また、保育の質を決定する諸要素は､基本

的には教育プロジェクトの中で定義されるべ

きであるという意見もみられる｡その際ニーズ

だけでなく､その効果まで考慮されねばなら

ず、また､効果は必ず上がると言うものでもな

いということを前提にして考えるべきである

とし､効果があったとしても表面に出る場合も

目に見えない場合もあり､均一なものではない

と断り書きがついている｡ さらにその機関の

スタッフの個人的資質､公的機関がどのような

目標を持ち､どのような効果を期待しているの
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か､といったことにも影響される｡

今日､幼児保育の場に効果が求められ､その

要求はますます増大している｡ 幼児を保育す

るだけでなく､教育し､文化に目覚めさせ､溶け

込ませることが求められている｡今後､幼児保

育施設は､家庭生活と職業生活の橋渡しといっ

た伝統的使命ばかりでなく､社会化､社会への

協力､子どもの目覚め(特に文化面での)､機会

均等､予防､同化､等 といった数 の使命も負々 々

うものとなろう｡

少なくとも現時点では､効果という観点か

らどの保育方法が有効かを評価することは不

可能である｡また評価する方法もほとんど持ち

合わせておらず､記述による比較ができるのみ

である｡多様な効果という観点から最も適した

保育方法を示しうるいかなる客観的指標も､現

時点では存在しない｡

6.子ども-契約

｢子ども-契約｣は､ 年に制定された｡こ1988

れは家族手当公庫と一ないし複数の自治体と

の間で交わす複数の目標をもった契約で､共同

で出資することが定められている｡

まず自治体は､時に家族手当公庫の助力を

得ながら､既存のサービスと家族のニーズを調

査して､ 歳- 歳の保育手段を発展させるた3 5

めのプログラムを作成する｡その際自治体は出

6 1000資を 歳未満の子ども一人当たり年間

から フランに押さえなくてはならない｡9000

家族手当公庫は自治体のこの新規支出の -50

%､それが農村部の場合は - %を負担する70 60 70

のだ｡

自治体が一日子ども一人当たり フラン300

のコストがかかる保育所を開設しようとした

場合､家族負担分が一日子ども一人当たり平均

―60 フランだとすると､家族手当公庫は子ども

契約の有無にかかわらず一日子ども一人当た

り フランを拠出する｡すると自治体の負担60

分は一日子ども一人当たり フランという180

ことになる｡もし､その自治体が子ども-契約を

交わしていた場合､自治体の支出は - フ54 90

ランに押さえられる｡

子ども-契約は大変柔軟に運用され､保育所

ばかりでなく､一時的保育所､学校就業後の託

児所､余暇センター(宿泊施設無し)､おもちゃ

ライブラリー､親子の受け入れ場所等の開設､

さらには家族に関する広報活動にまで適用さ

れる｡

また 年 月 日以降この契約を交わ1995 1 1

した自治体は､家庭保育所､集団保育所､一時的

保育所への投資にも援助が受けられる｡

この契約は大成功を収め、今日 以上2500

の自治体が約 の子ども-契約にサインし2000

2 2/3 5ている｡人口 万人以上の都市の ､人口

千- 万人の町の半分が契約を結んだことにな2

る｡ しかし人口 千人未満の自治体では､わ5

ずか4%だけである｡ だが､農村部では特に自

治体間の契約の増加が見られ､ 年には1994

の自治体で の契約が交わされた｡理800 150

論上､ 歳未満の子ども全体の %がこの契約6 45

の恩恵を受けることとなった｡

年 月 日までに交わされた子ども1995 1 1

-契約のおかげで､保育所や一時的保育所で､新

たに 万人の子どもが保育されることになっ4

た｡余暇センター(宿泊施設無し)と学校終業後

の託児所では新たに 万人の子どもを受け13

入れた｡最初期に結ばれた の契約につい300

て調査したところ､この契約により 人の3000

435 2500雇用と 人の連帯雇用が創出された｡

の子ども-契約について調べたなら､ 人25000

の雇用と 人の連帯雇用が生まれたとい3600

うことになろう｡

このように､子ども-契約は自治体と家族

手当公庫間の建設的パートナーシップを実現

する道具であるということがわかる｡この契約
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により自治体と公庫双方が互いをよりよく知

り､共に働くということを学んだ｡また､幼児保

育のサービスをニーズに今まで以上に近づけ

ることができるようになったと評価されてい

るようである｡

7.来年度研究の課題

･手当による充実による有料保育サービス利

用の促進 サービスの多様化→

･富裕層の家庭とそうでない家庭で利用でき

るサービスに違いが出る｡特に家庭的保育

が重視されてきている中､富裕層は家庭的

保育へ､そうでない家庭が施設による集団

保育を利用する傾向｡

･福祉サービスの裾野の拡大との理解するこ

とができるが､同じ｢子ども｣が家庭の経済

状態で受けられる支援に差が出ることに

対する議論はないのか?

･家庭的保育と施設による手段保育は同質の

サービスを利用できるという保障があれ

ばいい

･保育サービスに対して自治体が投資しやす

くすための｢子ども 契約｣制について｡-




